
別紙１ 
 

本道の自転車事故の状況等 
 
   自転車関連交通事故                        (単位：年) 

  R2 R3 R4 R5 R6 

北海道 死傷者数 14 2 12 7 5 

重軽傷者数 1,234 1,304 1,282 1,372 1,285 

全国 死傷者数 419 367 343 345 328 

重軽傷者数 69,139 71,247 71,475 73,882 68,924 

 
  自転車死傷者のヘルメット着用率(単位：％) 自転車乗車用ヘルメット着用率 (単位：％) 

 R2 R3 R4 

北海道 7.4 8.6 7.8 

全国 9.3 10.0 9.9 

※自転車死傷者のヘルメット着用率は、自転車乗車中の死傷者のうち、ヘルメット着用者の割合である。  

※自転車乗車用ヘルメット着用率は、通行する自転車の運転者及び同乗者のヘルメット着用状況を調査した 

もの。 

 
   自転車保険加入率                     (単位：％) 

 R2 R3 R4 R5 R6 

北海道 46.8 52.1 45.2 48.0 48.8 

全国 59.5 62.6 63.5 65.6 65.6 

（※参考値 au損保（株）のインターネット全国調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 R5 R6 

北海道 6.4 10.3 

全国 13.5 17.0 
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別紙２ 
 

道路交通法等の改正 
 
 
【令和5年4月 改正】 
乗車用ヘルメット着用の努力義務化 

 ・自転車の運転者は乗車用ヘルメットをかぶるよう努めなければならない（法第63条 
の11第1項）。 

・自転車の運転者は、他人を当該自転車に乗車させるときは、当該他人に乗車用ヘル 
メットをかぶらせるよう努めなければならない（法第63条の11第2項）。 

・児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童又は幼児が自転車を運転するとき 
は、当該児童又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならな 
い（法第63条の11第3項）。 

 
【令和6年11月 改正】 
 ながらスマホ等の禁止・酒気帯び運転に罰則 
 ・自転車等を運転する場合、停止しているときを除き、携帯電話用装置等を通話のた

めに使用し、又は取り付けられ若しくは持ち込まれた画像表示用装置に表示された
画像を注視しないこと（法第71条第5号の５）。 

・携帯電話等を手に持ち通話のために使用しながら自転車を運転した場合、携帯電話
等の画面に表示された画像を手で保持して注視しながら自転車を運転した場合、6
ヶ月以下の拘禁刑又は10万円以下の罰金（法第118条第1項第4号）。携帯電話等の
使用又は画像を注視しながら自転車を運転し事故などの交通の危険を生じさせた場
合、1年以下の拘禁刑又は30万円以下の罰金（法第117条の4第1項第2号）。 

 
・何人も、酒気を帯びて車両等を運転してはならない（法第65条第1項）。 
・次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に
処する（法第117条の2の2第1項）。 

・第65条第1項（酒気帯び運転等の禁止）の規定に違反して車両等（自転車以外の軽
車両を除く（ 自転車は罰則の対象 ）を運転した者で、その運転をした場合にお
いて身体に政令で定める程度以上にアルコールを保有する状態にあつたもの（法第
117条の2の2第1項第3号）。 

 
※ 北海道自転車条例（平成30年4月1日 施行） 

  ・自転車利用者は、自転車関係法令を遵守し、歩行者及び自動車等の通行に十分に 
配慮して自転車を利用するとともに、使用する自転車について、必要な点検及び 
整備を行うよう努めなければならない（第5条）。 

  ・自転車利用者は、自らの安全を確保するため、乗車用ヘルメットを着用し、及び 
夜間においては自転車の側面に反射器材を装着するよう努めなければならない 
（第5条第2項）。 
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別紙３ 
 

全国の自転車に関する条例の状況（R7年4月1日時点） 
 
○自転車の利用に関する条例の有無 
 ・令和2年4月時点 

条例有：26（道含む。うち3は交通安全条例の一部）  
・令和7年4月時点 

条例有：44（道含む。うち5は交通安全条例の一部） 
 
○自転車ヘルメットの着用 
・自転車運転者（利用者）の着用 

罰則無の義務(児童・生徒が通学のために利用するとき)：１、 
努力義務：17（道含む）、規定無：26 

  ・着用させることについて 
    事業者（自転車を事業に供する）が従業員その他に対し努力義務：４（道 

含む） 
自転車貸付業者が借受者等に対し努力義務：６ 
保護者が被保護者に対し努力義務：27 
 

○自転車保険について 
 ・自転車運転者の加入 
   罰則無の義務：34※、努力義務：12※（道含む） 

  ・事業者（自転車を事業に供する）の加入 
    罰則無の義務：33※（道含む）、努力義務：11※、規定無：2 
  ・自転車の貸付業者の加入 
    罰則無の義務：31※（道含む）、努力義務：11※、規定無：4 
 

※2都県が対人を罰則なしの義務、対物を努力義務と分けて規定 
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別紙４ 
 
有識者等の意見                 
 
 【学識】 

北海道大学 萩原 名誉教授 
【交通安全】 

  （一財）北海道交通安全協会、（公社）北海道交通安全推進委員会 
（一社）北海道安全運転管理者協会、日本損害保険協会北海道支部 

【自転車の利活用】 
北海道自転車軽自動車商業協同組合、特定非営利法人ポロクル 
（一社）シーニックバイウェイ支援センター、（一社）北海道商工会議所連合会 
SAPPRO BIKE PROJECT合同会社〔自転車を通じた健康増進〕、 
特定非営利法人エコ・モビリティ札幌〔自転車を通じた環境負荷低減〕 

【観光など】 
北海道観光機構、ツール・ド・北海道協会、（一社）北海道バス協会 
（株）サイクリングフロンティア〔観光・海外サイクルリスト対象ガイド等〕 

【関係機関・庁内関係部】 
北海道開発局、北海道（環境生活部、保健福祉部、経済部、建設部、北海道教育
庁、北海道警察本部）、札幌市 

 
 
 （１）自転車の日常利用、自転車を楽しむ環境の整備 

・多様な自転車のスタイルに対応し、道民の近隣移動や健康増進へ自転車利用をよ 
り一層促進する取組の促進を。 

・誰もが自転車を利用しやすい環境にするための取組の推進を。 
・シェアサイクルのより一層の促進を。 
・散歩をするように自転車を使うカジュアルな楽しみ方を広め、町を楽しく走る文 
化を育てることが必要。 

 
 （２）ヘルメット着用に関するもの（交通安全） 

・継続して着用促進の取組を推進すること。企業や教育機関による率先した取組が 
必要。 

・ヘルメット着用が低調な背景として、その種類や基準が分かりにくいことや、着 
 用時の髪型崩れなどが着用敬遠に繋がっていると考えられる。 
・学生時代の教育の不足、小中高での着用促進と補助が必要。特に幼少期からの着 
用教育がその習慣形成に重要。 

  
 （３）自転車の交通安全ルールに関するもの 

・ながらスマホや傘差し運転の取り締まりの強化、自転車に係る交通反則通告制度 
導入に伴い、ルールの周知と警察との連携強化が必要。 

  ・罰則の周知には関係機関の連携が不可欠。 
・違反者の取り締まり強化で、自転車と歩行者、車両との共存を図れる。 

 
 （４）自転車の交通安全教育に関するもの 

・継続して自転車安全教育の取組を推進すること。特に小中高生への交通安全教室 
 の推進が重要。 
・安全利用に繋がるマナーの啓発を積極的に推進が必要。 
 

（５）自転車保険に関するもの 
・継続して自転車保険の加入促進に向けた取組を推進すること。特に高校生への加 
入促進が必要。 

・認識が浸透していない、TSマークや個人賠償特約での対応について周知が必要。 
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 （６）環境・観光・健康に関するもの 

・自転車の利用は二酸化炭素削減に貢献。 
  ・公共交通機関に自転車を積載できる環境整備の推進。 
  ・ガイドとして受け入れたアジアのサイクリストに聞くと、北海道は、サイクリ 
   ングで行った経験のある欧州より近く、快適に楽しめる。サイクルツーリズム 

は海外に大きな需要があるが道内にはガイドを提供できるところは少ない。 
まずはPRして海外のお客様の裾野を拡げることが必要。 

  ・ガイドとして受け入れた自転車先進地の欧州のサイクリストから聞くと、北海 
   道は道路は良いが、自動車が自転車の走行を邪魔するなど、自転車の文化が 

まだ無いとの意見。サイクルツーリズム推進のため、海外先進地のように、 
道民の日常の自転車利用で、皆が当然にルールを守る一方で、自動車も自転車 
に乗る人をしっかりと守る環境、自転車の文化を根付かせることが必要。 

  ・自転車は心身の健康に良いと評価されている。 
 
 （７）自転車を利用する環境の整備に関するもの 

・既存の自転車道の維持管理、サイクルルートや駐輪場の整備を含め、本道の 
自転車に関する環境の整備を推進すること。 

  ・ガイドとして受け入れた海外サイクリストに、適切なルートを設定しガイドを 
   しているが、北海道の道路は好評。 
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